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2026 年３月期第１四半期の連結業績見通しに関するお知らせ 

 

2026 年３月期第１四半期累計期間（2025 年４月 1日～2025 年６月 30日）の連結業績につきましては

現在集計中でありますが、決算の概要がまとまりましたので、業績見込みをお知らせいたしますととも

に、前年同期実績と比較して差異が生じる見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．2026 年３月期第１四半期累計期間の連結業績見込み及び業績との差異 

 (単位：百万円) 

 
営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益 

親 会 社 株 主 
に 帰 属 す る 
四半期純利益 

当期実績見込み（Ａ） 

（2026 年３月期第１四半期累計期間） 
1,895 1,880 192 281 124 

前年同期実績（Ｂ） 

（2025 年３月期第１四半期累計期間） 
2,243 2,230 418 513 303 

増 減 額（Ａ－Ｂ） △348 △350 △226 △231 △179 

増 減 率（％） △15.5 △15.7 △54.1 △45.1 △59.2 

（ご参考）2025 年３月期実績 7,373 7,316 712 815 351 

 

２．差異が生じた理由 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部で弱めの動きが見られたものの緩やかな回復

基調となりました。企業収益は改善傾向が続いており、春季労使交渉でも高水準の賃上げ率が実現しま

した。コメなどの食料品価格の上昇により消費者マインドに弱さが見られたものの、個人消費は所得の

改善を背景に緩やかな増加基調を維持しました。また、訪日外国人数は前年度を大きく上回る高水準で

推移しており、インバウンド需要は引き続き好調でした。 

金融市場では、ＮＹダウは米国の関税政策による景気後退懸念や米中対立への警戒感から４月上旬に

大きく下落し、36,000 ドル台の安値を付けました。その後、米国が関税の適用を 90 日間猶予し過度の

景気後退懸念が後退したことなどから６月にかけて堅調に推移し、６月下旬には 44,000 ドル台まで上

昇しました。日経平均株価は米国が公表した関税政策で日本にも高関税が課せられる方針が示されたこ

とから大きく下落し、４月下旬に 30,000 円台の安値を付けました。その後、米国が関税の適用を猶予す

ると発表したことや日銀が今後の追加利上げに慎重な姿勢を見せたことから堅調に推移し、６月下旬に

は 40,000 円台を回復しました。 

商品市場では、ＮＹ金先物は４月上旬に株式の急落などに伴う換金売りから一時 3,000 ドルを割り込
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みましたが、米中対立への警戒感や米国大統領によるＦＲＢへの利下げ要求を背景に上昇し、４月下旬

には史上初めて 3,500 ドルを突破しました。その後、６月にかけては方向感なく概ねレンジ内での推移

となりました。また、ＮＹ原油先物はＯＰＥＣプラスが増産ペースを加速させる方針を決定したことが

圧迫要因となる一方、米国株の上昇により投資家のリスク選好が強まったことが支援材料となり、６月

上旬までは 60 ドルを挟んで一進一退の推移となりました。６月中旬にはイスラエルとイランの軍事衝

突を受けて一時 70 ドル台後半まで急騰しましたが、イスラエルとイランが停戦に合意したことから 60

ドル台半ばまで急落しました。 

当社グループの中核子会社である日産証券株式会社における当第１四半期連結累計期間の株式等売

買代金は前年同期から増加し 1,340 億円（前年同期比 103.5％）となりました。また、デリバティブ取

引売買高は、ホールセール事業では 10,853 千枚（同 105.1％）となり前年同期から増加したものの、リ

テール事業では 515 千枚（同 71.5％）となり前年同期から減少したため、当第１四半期連結累計期間に

おける当社グループにおける受入手数料は、1,740 百万円（同 87.4％）となりました。なお、トレーデ

ィング損益は、43百万円の利益（同 22.4％）となりました。 

これらの結果、営業収益は 1,895 百万円（同 84.5％）となり、営業収益から金融費用を控除した純営

業収益は 1,880 百万円（同 84.3％）となりました。また、販売費・一般管理費につきましては、1,688

百万円（同 93.1％）となったため、営業利益は前年同期から 226 百万円減の 192 百万円（同 45.9％）と

なり、経常利益は前年同期から 231 百万円減の 281 百万円（同 54.9％）となる見込みであります。 

また、特別損失において金融商品取引責任準備金繰入れが前年同期から 25 百万円減の３百万円とな

ったこと及び法人税等合計額が前年同期から 35百万円減の 94 百万円となったこと等から、親会社株主

に帰属する四半期純利益は前年同期から 179 百万円減の 124 百万円（同 40.8％）となる見込みでありま

す。 

 

３．投資有価証券売却に伴う特別利益の計上見込みについて 

2025 年３月 24 日付け「投資有価証券売却に伴う特別利益の計上見込みに関するお知らせ」にてお知

らせいたしました投資有価証券の売却につきましては、当第１四半期連結累計期間において売却はござ

いませんでした。 

 

以  上 


